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北九州市告示第２３５号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項及び北九州

市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号）第４０条第１項の規定により

、若松高須郵便局及び八幡南郵便局における証明書交付手数料の徴収事務を次

のとおり委託した。 

  令和元年１０月２９日

                    北九州市長 北 橋 健 治 

受 託 者 
委託期間 

名 称 住 所 

日本郵便株式会社 東京都千代田区大手町二丁

目３番１号 

令和元年７月１日か

ら令和２年３月３１

日まで 
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北九州市公告第４５２号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号。以下「政令」という。）第４条に規定する特定調達契約に

つき、随意契約の相手方を決定したので、北九州市物品等又は特定役務の調達

手続の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２条第１項の

規定により次のとおり公告する。 

  令和元年１０月２９日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 特定役務の名称及び数量

  校務支援システム保守運用業務 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市教育委員会事務局学校支援部学事課

  北九州市小倉北区大手町１番１号 

３ 契約の相手方を決定した日 

  令和元年８月２１日 

４ 契約の相手方の名称及び住所 

  西日本電信電話株式会社北九州支店 

  北九州市小倉北区古船場町５番１２号 

５ 契約金額 

  ９，１８６万４，４４０円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

随意契約 

７ 随意契約の理由 

  政令第１１条第１項第２号に該当するため 
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北九州市公告第４５３号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  令和元年１０月２９日 

北九州市長 北 橋 健 治   

開発区域又は工区に含まれる地域の

名称 
開発行為者 

北九州市小倉南区上葛原二丁目１３

番１０１、９６７番１、９６７番８

及び９６８番１ 

大阪府茨木市五日市一丁目７番２

７号 

 株式会社フードセンターみどり 

代表取締役 竹内美夫 

北九州市小倉南区石田南三丁目１１

１番３及び１１１番５ 

北九州市小倉南区志井鷹羽台２９

番１０号 

有限会社平和不動産販売 

代表取締役 南川容進 

北九州市八幡西区市瀬二丁目１００

０・１００１番合併３、１０００・

１００１番合併４、１０００番１か

ら１０００番５まで、１０３１番１

、１０３１番２、１０３１番５から

１０３１番１２まで及び無番のうち

北九州市八幡西区金剛一丁目１番

５号 

株式会社オオタニ 

代表取締役 井上智博 
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北九州市公告第４５４号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８６条の２第１項の規定による

認定をしたので、同条第６項の規定により、次のとおり公告する。 

令和元年１０月２９日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 申請者氏名 

九州旅客鉄道株式会社 事業開発本部長 田中龍治

２ 認定に係る対象区域の位置 

北九州市門司区上馬寄二丁目８番１、２及び３並びに９番１

３ 認定年月日 

令和元年１０月１５日
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地方公務員法の一部改正に伴う人事委員会関係規則の整備に関する規則をこ

こに公布する。 

令和元年１０月２９日 

北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅 

北九州市人事委員会規則第４号 

地方公務員法の一部改正に伴う人事委員会関係規則の整備に関す 

る規則 

 （職員の採用のための選考に関する規則の一部改正） 

第１条 職員の採用のための選考に関する規則（昭和３８年北九州市人事委員

会規則第５号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「並びに第２１条の２第３項」を「、第２１条の２第３項並びに

第２２条の２第１項」に改める。 

第２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

（８） 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に規定する会計年度任用 

 の職 

 （職員の臨時的任用に関する規則の一部改正） 

第２条 職員の臨時的任用に関する規則（昭和３８年北九州市人事委員会規則

第７号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「以下」を「次条において」に、「第２２条第２項および同条第

３項」を「第２２条の３第１項及び第２項」に、「もとづき」を「基づき」

に改める。 

第２条各号列記以外の部分中「任命権者は」の次に「、常時勤務を要する

職に欠員を生じた場合において」を加え、「おいては」を「該当するときは

」に改め、「（臨時的に任用された職員を除く。）」を削る。 

 （職員の条件付採用の期間の延長に関する規則の一部改正） 

第３条 職員の条件付採用の期間の延長に関する規則（昭和３８年北九州市人

事委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２２条第１項」を「第２２条及び第２２条の２第７項」に、

「もとづき」を「基づき」に改める。 

第２条に次の１項を加える。 

２ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する

前項の規定の適用については、同項各号列記以外の部分中「６月間」とあ

るのは「１月間」と、「条件付採用の期間の開始後１年」とあるのは「当

該職員の任期」と、同項第１号中「９０日」とあるのは「１５日」と、同

項第２号中「認められる期間」とあるのは「認められる期間（１月を限度
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とする。）」とする。

第３条中「前条第２号」を「前条第１項第２号（同条第２項において読み

替えて適用する場合を含む。）」に改める。 

 （職員の人事記録に関する規則の一部改正） 

第４条 職員の人事記録に関する規則（昭和３８年北九州市人事委員会規則第

１４号）の一部を次のように改正する。 

第８条第１項中「臨時的任用職員または非常勤職員」を「会計年度任用職

員又は臨時的任用職員」に改める。 

 （北九州市職員の給与に関する条例施行規則の一部改正） 

第５条 北九州市職員の給与に関する条例施行規則（昭和４１年北九州市人事

委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

第１６条中「週休日」の次に「（勤務時間条例第１１条の規定により任命

権者が週休日及び休日を定める者（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職

員を除く。以下この条及び第２１条において「会計年度任用職員等」という

。）にあっては、その者について任命権者が定めた週休日。第２１条におい

て同じ。）」を、「重なる休日」の次に「（会計年度任用職員等にあっては

、その者について任命権者が定めた休日）」を加える。

第２１条中「規定する休日の日数」の次に「（会計年度任用職員等にあっ

ては、その者について任命権者が定めた休日の日数）」を加える。

 （外国の地方公共団体の機関等に派遣される北九州市職員の処遇等に関する

規則の一部改正） 

第６条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される北九州市職員の処遇等に関

する規則（昭和６３年北九州市人事委員会規則第５号）の一部を次のように

改正する。 

  第２条中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。

 （公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する規則の一部改正） 

第７条 公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する規則（平成１４年北

九州市人事委員会規則第１６号）の一部を次のように改正する。 

  第３条及び第６条中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。

付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 人事委員会は、この規則の施行の日前においても、第１条の規定による改

正後の職員の採用のための選考に関する規則第２条第８号の職への職員の採
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用のための選考の実施に必要な準備行為をすることができる。 
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